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費用対効果分析の基本的な考え方

８

プロジェクトの特定

分析の手順
○費用対効果分析は右記に
示す手順で実施する。

○港湾投資の目的、内容に応じて
評価の対象プロジェクトを右記の
中から摘出する。
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費用対効果分析の基本的な考え方
効果項目の抽出
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（国際物流ターミナル整備プロジェクト）

便益の計測

○既存ターミナルで取り扱っている貨物は、
ターミナルの増深に伴い、大型船舶により大量
に輸送が可能となり、船舶の運航回数が減少
することによって、海上輸送コストが削減される。

【船舶大型化等によるコスト削減便益】



費用対効果分析の基本的な考え方
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＜便益計測の考え方＞

（年間寄港回数の計算）

品目k・相手港m の
Nｋｍ ： 年間寄港回数（回／年）
Qｋｍ ： 取扱い貨物量（ｔ／年）
Uｋｍ ： １寄港あたりの積載量（ｔ／隻・回）

（WO）：Without、（W）：With

（海上輸送費用の計算）

CS（WO)km ＝ CSkm × Nkm × TSkm

（CS（W)km）

品目k・相手港m の
CS（WO)km、 CS（W)km : 海上輸送費用（円／年）
CSkm： 貨物船の１日当たりの海上輸送費用（円／日）
TSkm： 海上輸送日数（日／回）



費用対効果分析の基本的な考え方
効果項目の抽出
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（耐震強化施設整備プロジェクト：緊急物資対応）

便益の計測

＜便益計測の考え方＞

（１）輸送コスト増大の回避便益

緊急物資対応：被災後の緊急物資（衣料、食料、飲料水など）等の海上輸送、及び被災後した港湾施設が復旧するまでの間最小限の港湾機能を保持する施設整備
幹線貨物対応：被災後から復旧完了に至るまで、一定の幹線貨物（国際海上コンテナ）の輸送機能を確保することを目的とする施設整備



費用対効果分析の基本的な考え方
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（２）施設被害の回避便益

＜Without時の代替港（代替ルート）の設定＞

＜便益計測の考え方＞


